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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期

中間連結会計期間
第９期

中間連結会計期間
第８期

会計期間
自 2025年１月１日
至 2025年６月30日

自 2026年１月１日
至 2026年６月30日

自 2025年１月１日
至 2025年12月31日

売上高 (千円) 1,327,484 1,691,084 2,376,506

経常損失(△) (千円) △2,491,059 △1,372,327 △1,074,946

親会社株主に帰属する
中間(当期)純損失(△)

(千円) △2,483,889 △1,417,849 △371,162

中間包括利益又は包括利益 (千円) △2,483,694 △1,421,689 △371,585

純資産額 (千円) 19,189,769 37,945,653 38,793,398

総資産額 (千円) 27,058,973 50,001,019 49,373,645

１株当たり中間(当期)純損失
(△)

(円) △22.38 △10.74 △3.21

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 67.9 73.1 76.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 353,305 755,663 1,656,601

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,395,864 △10,591,116 △11,629,478

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 935,340 1,498,663 20,270,814

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 11,131,683 16,209,788 24,542,232
 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間(当

期)純損失であるため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｓｙｎｓｐｅｃｔｉｖｅ(E40216)

半期報告書

 2/28



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

 
継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社グループは、継続的な営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象

又は状況が存在しているものと認識しております。

　この主たる要因は、衛星の製造及び打上げに伴う大規模な先行投資が必要であり、投資回収までに期間を要する

ためであります。

　このような事象又は状況を解消すべく、当社グループの主要事業である衛星データ事業において、収益増加のド

ライバーとなる衛星機数を早期に増加させるとともに、市場環境や顧客ニーズの変化を踏まえた継続的な戦略の見

直しを行い、グローバル市場における事業展開及びソリューション提供の拡充を推進してまいります。

　具体的には、下記を重要な課題として取り組んでおります。

 
①量産体制の構築

　SAR衛星データ市場は、安全保障や防災に関わる世界需要の大きさに対して、供給量に制約があり寡占傾向が強い

ことが特徴と認識しています。この世界的な需要に応えるために、早期の衛星の量産体制の構築・運用機数の増加

が当面の重要課題となります。

　当社グループは、これまで衛星10機の製造・打上げを行ってきましたが、基本的には年間１機から２機ずつの製

造を行ってまいりました。現在多数機のコンステレーションを構築するため、小型SAR衛星を年間最大12機程度同時

に生産できる量産体制構築の準備を行っており、今後段階的に量産体制による製造を拡大する予定です。量産を実

現するために、必要な人員の採用・教育、製造体制の整備、パートナー企業との連携を進めてまいります。

 
②衛星の製造・打上げ資金の確保

　当社グループは、小型SAR衛星の年間最大12機程度の量産製造に向けた製造を開始しています。衛星の製造・打上

げの支払いは売上に先行して発生するため、その先行資金の確保が課題となります。

　上場による信頼性の向上を背景に、間接金融の積極的な活用による調達手段の多様化を推進し、キャッシュ・フ

ローの最適化を図りながら、持続的な成長投資を支える安定的な資金調達基盤を整備してまいります。

 
③組織戦略

　当社グループの事業はハード・ソフトの両面にわたり、SARシステムや衛星開発など極めて高い専門性が求められ

ます。このため、日本国内に留まらず、世界各地での直接採用や多様な雇用形態を積極的に導入し、グローバルに

最適な体制を構築しています。

　私たちは今、日本発のスタートアップから、世界中の才能が結集する「グローバルカンパニー」へと変貌を遂げ

つつあります。不確実性の高い宇宙ビジネスにおいて、専門家同士が自由に議論し、試行錯誤を組織の知恵に変え

る「自律型学習組織」の構築に注力しております。

　国際的な発信を通じてグローバルでのプレゼンスを高め、世界中の優れた人材を惹きつける好循環を創出するこ

とで、組織力のさらなる強化を図ってまいります。

 
④営業戦略

　データ販売における顧客基盤確立のため、主要顧客となる政府機関の要求仕様を満たす衛星データ/サービス品質

の確保が必要です。当社グループでは、現在は国内官公庁向けにデータ販売を実行しながら、各国政府とのチャネ

ル構築、対話とサンプルデータの提供を通じて、サービス内容や購入予算額、要求されるデータ品質等についての

コミュニケーションを継続しております。

　一方で、ソリューションでは、中期での戦略的視点と短期での収益確保のバランスをとりながら営業活動を進め

る必要があります。当社グループでは、現状の製品版ソリューション展開を軸に、国内の長期プロジェクト確保に

有効な公共事業やODA案件をパートナー企業とともに進めつつ、事業環境の異なる海外での展開にも取り組んでおり
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ます。

 
⑤規制への対応

　当社グループの業務遂行において特に衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律、電波法

への対応に多くの工数/時間を要します。最新の技術動向に照らしてより効率的な申請プロセスとなるよう、関連省

庁との情報連携を進めてまいります。

 
⑥内部管理体制の強化

　機微な衛星データを扱う当社グループは、コーポレート・ガバナンス、内部統制、情報管理・セキュリティにつ

いて常に高い意識を持ち、継続的な強化を進めていく必要があると認識しております。引き続き、積極的に最新技

術動向や重要懸案の情報収集を進め、対応を強化してまいります。

 
　また、当中間連結会計期間末において、16,209,788千円の現金及び預金を保有しており、加えて、既存の借入

枠、株式会社トライサット・コンステレーション及び三菱電機株式会社との間で締結済の業務委託契約の締結及び

補助金収入を踏まえると、少なくとも１年間の資金繰りについて重要な懸念は認められないと判断しております。

　以上により、継続企業の前提に重要な不確実性は認められないと判断しております。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1)財政状態の状況

(資産)

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて627,374千円増加し、50,001,019千円となり

ました。その主な要因は、小型SAR衛星部品の購入・小型SAR衛星打上げ費用の前払い等により現金及び預金が

8,332,444千円減少したものの、小型SAR衛星の製造等により有形固定資産が8,637,534千円増加したことによるもの

であります。

 
(負債)

　当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,475,118千円増加し、12,055,365千円と

なりました。その主な要因は、新規借入により短期借入金が1,600,000千円増加したことによるものであります。

 
(純資産)

　当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて847,744千円減少し、37,945,653千円と

なりました。その主な要因は、親会社株主に帰属する中間純損失を1,417,849千円計上したことによるものでありま

す。

 
(2)経営成績の状況

　当中間連結会計期間における我が国の経済は、中東情勢の緊迫化による資源価格の高騰、為替市場の変動等によ

る景気の下振れリスクはあるものの、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加等により緩やかな回復基調

で推移しました。

　宇宙業界においては、国家の重要課題や翌年度の予算編成の方向性を示す「経済財政運営と改革の基本方針（骨

太の方針）」原案（令和８年６月30日時点）において、17戦略分野の一つとして航空・宇宙が位置づけられ、宇宙

安全保障の強化に向けた衛星コンステレーション構築に取り組む旨が明記されるなど、宇宙産業を日本経済におけ

る成長産業とするための政府の継続的な支援が加速しております。

　このような強い追い風のもと、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）に設置された「宇宙戦略基金」

（10年で１兆円規模）において、当社は第一期の公募テーマ「商業衛星コンステレーション構築加速化」、並びに

第二期の公募テーマ「次世代地球観測衛星に向けた観測機能高度化技術」に連続して採択されております。

　さらに、防衛省の「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」におきましては、当中間連結会計期間中に三

菱電機株式会社、スカパーＪＳＡＴ株式会社、三井物産株式会社が設立した株式会社トライサット・コンステレー

ション（以下、トライサット）が防衛省と事業契約を締結いたしました。協力企業の１社である当社は、トライ

サット及び三菱電機株式会社との間で小型SAR衛星の画像データ取得に関する業務委託契約を締結し、サービス提供
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を開始いたしました。

　このような状況の下、当社グループは、「次世代の人々が地球を理解し、レジリエントな未来を実現するための

新たなインフラをつくる」ことを目指して、地球を恒常的に俯瞰する自社SAR衛星「StriX」と関連システムの開

発・製造・打上げを通じた衛星コンステレーションの構築と、その取得データの継続的な販売及び社会的関心度も

高い自然災害・安全保障・環境リスクを軸にソリューションのラインナップの拡大に向けて、衛星データ市場の開

拓に取り組んでいます。

 
経営管理上の重要な指標の状況

当社グループは、以下を経営管理上の重要な指標として定めています。

・総収入（売上高＋補助金収入）

　総収入は、3,918,565千円（前年同期比186.5％増）となりました。その主な要因は、当中間連結会計期間より防

衛省の「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」のデータ納入の開始に伴う売上の計上、また、補助金収入

としては当中間連結会計期間中に宇宙戦略基金「商業衛星コンステレーション構築加速化」を計上し、前年同期比

で売上高、補助金収入が増加したことによるものです。

　この結果、売上高は1,691,084千円（前年同期比27.4％増）、補助金収入は2,227,480千円（前年同期比5,413.4％

増）となりました。

 
・衛星運用機数

　2028年以降に30機超の運用に向けて、設立以来「StriX」を10機打上げてまいりましたが、既に最初の実証機２機

と量産試作機１機は商用運用を終了しております。当中間連結会計期間末現在、軌道上で６機の運用を行ってお

り、2026年６月27日に打上げた当社10機目の小型SAR衛星については機能検証を実施中であり、機能検証完了後は運

用機数が７機に拡大する見込みです。

　将来の打上げ契約として、当中間会計期間末現在、Rocket Lab社（本社：米国）と17機の衛星打上げ契約を、

SpaceX社（本社：米国）とは７機のライドシェアローンチ契約を残しており、合計で24機分の打上げ機会を確保し

ております。なお、Exolaunch社（本社：ドイツ）とは10機のSAR衛星のマルチローンチアグリーメントを締結して

おり、打上げ契約の代理店機能を担う同社を経由して、先述のSpaceX社の７機のうち５機の契約を確保しておりま

す。

 
・受注残高

　受注残高は121,714,817千円となりました。その主な要因は、継続案件である経産省SBIR（交付決定額4,100,000

千円）、宇宙戦略基金の第一期「商業衛星コンステレーション構築加速化」（支援予定上限額23,790,000千円、う

ち16,464,008千円が交付決定済）に加え、当中間連結会計期間中に契約または採択された、防衛省「衛星コンステ

レーションの整備・運営等事業」（契約額96,073,447千円）、宇宙戦略基金の第二期「次世代地球観測衛星に向け

た観測機能高度化技術」（支援予定上限額3,768,318千円）、内閣府「令和８年度小型SAR衛星コンステレーション

の利用拡大に向けた実証」（落札金額370,000千円）、経産省「グローバルサウス未来志向型共創等事業費補助金

（小規模事業・FS事業）」（補助金申請額222,945千円）等によるものです。なお、当該指標においては、採択され

た補助金収入を含めて受注残高を算出しております。

 
売上原価・販売費及び一般管理費の状況

　売上原価は2,406,961千円（前年同期比67.6％増）となりました。その主な要因は、観測衛星２機の耐用年数の短

縮に伴う減価償却費の増加477,465千円を含む観測衛星の減価償却費の増加や、防衛省「衛星コンステレーションの

整備・運営等事業」のサービス提供開始に伴う運用費の増加などによるものです。

　販売費及び一般管理費は2,634,883千円（前年同期比31.7％増）となりました。その主な要因は、人員増加による

人件費及び株式報酬費用の増加、販売体制拡大等による業務委託費の増加などによるものです。

 
財務面の状況

　財務面においては、2026年２月13日開催の取締役会において、当社の中長期的な成長を支える人材の確保及び定

着並びに業績向上への貢献意欲や士気を高めることを目的として当社従業員を割当対象とする第６回新株予約権、

並びに当社取締役及び従業員を割当対象とし、中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブ付与を目的として

業績条件を付した第７回新株予約権の発行及び割当をそれぞれ決議し、2026年３月６日付発行いたしました。それ

ぞれの概要は「第３　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2)新株予約権等の状況①ストックオプション制度の内
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容」に記載のとおりであります。

 
　この結果、当中間連結会計期間における売上高は、1,691,084千円（前年同期比27.4％増）、営業損失は

3,350,760千円（前年同期は2,109,611千円の営業損失）、経常損失は1,372,327千円（前年同期は2,491,059千円の

経常損失）、親会社株主に帰属する中間純損失は1,417,849千円（前年同期は2,483,889千円の親会社株主に帰属す

る中間純損失）となっております。

　なお、当社グループは衛星データ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の業績記載を省略しておりま

す。

 
(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

8,332,444千円減少し、16,209,788千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動に得られた資金は755,663千円（前中間連結会計期間に得られた資金は

353,305千円）となりました。これは主に、税金等調整前中間純損失1,373,725千円となった一方で、減価償却費

1,547,535千円、株式報酬費用391,101千円等を計上したことによるものです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動に使用した資金は10,591,116千円（前中間連結会計期間に使用した資金は

4,395,864千円）となりました。これは主に、衛星製造部品等購入による有形固定資産の取得による支出9,970,825

千円等によるものです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動から得られた資金は1,498,663千円（前中間連結会計期間に得られた資金は

935,340千円）となりました。これは主に、短期借入金の純増減額（△は減少）1,600,000千円等によるものです。

 
(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5)経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(6)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(7)研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、811,967千円であります。なお、当該金額

には、販売費及び一般管理費に計上した761,315千円及び売上原価に計上した50,652千円が含まれております。

　当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(8）従業員数

　当中間連結会計期間において、当社の従業員数に著しい増加又は減少はありません。

 
(9）生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、当社の生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。
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(10）主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

 
(11）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 
(12）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。
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３ 【重要な契約等】

(1)主要な販売・業務提携等に関する契約

契約会社名
相手先

の名称

相手先の

所在地
契約品目

契約

締結日
契約期間 契約内容

株式会社

Synspective

株式会社トライサッ

ト・コンステレー

ション

三菱電機株式会社

日本
画像データ取得業務

委託契約書

2026年

２月19日

2026年２月19日から

2031年３月31日

防衛省「衛星コンステレー

ション整備・運営等事業」

における小型SAR衛星の画

像データ取得等に関する業

務委託契約

株式会社

Synspective

内閣府大臣官房会計

担当参事官
日本

令和８年度 小型SAR

衛星コンステレー

ションの利用拡大に

向けた実証（要件：

広域）

2026年

４月７日

2026年４月７日から

2027年３月31日
内閣府からの受注案件

株式会社

Synspective

Kongsberg

Satellite Services

AS

ノルウェー
グラウンドステー

ションサービス契約

2026年

４月13日

2026年３月31日から

2031年３月31日

グラウンドステーション

サービスにかかる契約
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 168,000,000

計 168,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 132,935,900 134,127,200
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社における標
準となる株式であります。なお、
単元株式数は100株であります。

計 132,935,900 134,127,200 － －
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第６回　新株予約権

決議年月日 2026年２月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員　215

新株予約権の数（個）※ 702　(注)１．（１）

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株）※

普通株式　70,200　(注)１．（１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １　(注)１．（２）

新株予約権の行使期間※ 2026年３月６日から2031年３月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）※

発行価格　１
資本組入額　会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加
限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと
きは、その端数を切り上げるものとする。(注)１．（４）

新株予約権の行使の条件※ (注)１．（６）

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１．（５）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

(注)４
 

※新株予約権の発行時（2026年３月６日）における内容を記載しております。

(注)１．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権

のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その他これらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を行うことがで

きるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使することにより交付を受ける株式１株

あたりの払込金額を１円とし（以下、「行使価額」という。）、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2026年３月６日から2031年３月５

日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加

限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社の取締役または従業員であることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

②上記①のただし書きに定める場合を除き、新株予約権者が上記①に定める地位のいずれをも失った場合には、以

後、本新株予約権を行使することができないものとする。

③本新株予約権の行使時において、日本国内の居住者であることを要するものとする。

④本新株予約権の行使は新株予約権者が生存していることを条件とし、新株予約権者が死亡した場合、本新株予約

権は相続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑦新株予約権の割当を受けた者は、上記①の条件を満たした場合に、以下に掲げる割合を限度として、本新株予約

権を行使することができる。

　割当の日後１年を経過する日まで：割当新株予約権数の０％まで

　割当の日後１年を経過する日の翌日から２年を経過する日まで：割当新株予約権数の80％まで

　割当の日後２年を経過する日の翌日以降：割当新株予約権数の100％まで

２．新株予約権の割当日

2026年３月６日

３．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来を

もって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記１.（６）に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該新株予約権を無償で

取得することができる。

４．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数
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新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．

（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．（３）に従って決定される当該新株

予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記１．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記１．（３）

に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記１．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記１．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記３に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

５．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

 
第７回　新株予約権

決議年月日 2026年２月13日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　５
当社従業員　１

新株予約権の数（個）※ 4,038　(注)１．（１）

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株）※

普通株式　403,800　(注)１．（１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,252　(注)１．（２）

新株予約権の行使期間※ 2028年４月１日から2032年３月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）※

発行価格　　1,252
資本組入額　　626　(注)１．（４）

新株予約権の行使の条件※ (注)１．（６）

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１．（５）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

(注)４
 

※新株予約権の発行時（2026年３月６日）における内容を記載しております。

(注)１．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または

株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使さ

れていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切

り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その他これらの場合に準じ付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を行うことができるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を

乗じた金額とする。

行使価額は、金1,252円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う

場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分又は合併、会社分割、株式交換及び株式交付による新株

の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式

数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併、会社分割、株式交換もしくは株式交付を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこと

ができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2028年４月１日から2032年３月５日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出

される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものと

する。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、2027年12月期から2028年12月期までのいずれかの期（以下、「判定事業年度」という。）において、当社

の有価証券報告書に記載された総収入（売上高と補助金収入の合算額）が、下記の（a）から（e）の条件の達成割合に応じて

本新株予約権を行使することができる。なお、上記における総収入の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の

業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の有価証券報告書に記載された実績数値で判定を行うことが適

切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実

績数値の調整を行うことができるものとする。また、権利行使可能割合の計算において、各新株予約権者の権利行使可能な

新株予約権の数に１個未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた数とする。

(a)判定事業年度において総収入が一度でも27,000百万円を超過した場合

権利行使可能割合：60％

(b)判定事業年度において総収入が一度でも28,500百万円を超過した場合

権利行使可能割合：70％

(c)判定事業年度において総収入が一度でも30,000百万円を超過した場合

権利行使可能割合：80％

(d)判定事業年度において総収入が一度でも31,500百万円を超過した場合

権利行使可能割合：90％

(e)判定事業年度において総収入が一度でも33,000百万円を超過した場合

権利行使可能割合：100％

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社の取締役または従業員であることを要する。ただし、任期満了
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による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③上記②のただし書きに定める場合を除き、新株予約権者が上記②に定める地位のいずれをも失った場合には、以後、本新

株予約権を行使することができないものとする。

④本新株予約権の行使は新株予約権者が生存していることを条件とし、新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権は相

続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるとき

は、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

２．新株予約権の割当日

2026年３月６日

３．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、または当社が

完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しな

い場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった

当該新株予約権を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記１.（６）に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当

社は新株予約権を無償で取得することができる。

４．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して

以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るも

のとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．（２）で定

められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記１．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記１．（３）に定める行使期

間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記１．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記１．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記３に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

５．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年５月20日
（注）１

－
普通株式

131,573,900
－ 16,952,275 △3,813,551 15,441,623

2026年１月１
日～

2026年６月30日
（注）２

普通株式
1,362,000

普通株式
132,935,900

191,216 17,143,491 191,216 15,632,840

 

（注）１．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。

２．新株予約権の行使によるものであります。2026年７月1日から2026年７月31日までの間に、新株予約権の行使

により、発行済株式総数が1,191,300株、資本金及び資本準備金がそれぞれ203,100千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７－３ 16,012,800 12.05

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７－３ 12,500,000 9.4

スペース・エースタート１号投資事業有限
責任組合

東京都港区三田３丁目５－２７ 8,611,200 6.48

新井　元行 東京都文京区 7,915,000 5.95

清水建設株式会社 東京都中央区京橋２丁目１６－１ 6,944,400 5.22

ＳＰエースタート１号投資事業有限責任組
合

東京都港区三田３丁目５－２７ 6,469,050 4.86

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 6,094,500 4.58

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１ 5,304,100 3.99

白坂　成功 東京都世田谷区 4,070,000 3.06

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 2,431,200 1.82

計 － 76,352,250 57.41
 

（注）上記のほか当社所有の自己株式50株があります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他）
普通株式 普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定の無い当社における標準と
なる株式であります。単元株式数は
100株であります。

132,867,500 1,328,675

単元未満株式
普通株式

－ －
68,400

発行済株式総数 132,935,900 － －

総株主の議決権 － 1,328,675 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(2026年１月１日から2026年６月

30日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 24,542,232 16,209,788

  売掛金及び契約資産 1,064,166 925,574

  仕掛品 153,189 16,874

  貯蔵品 8,585 8,589

  その他 773,026 795,160

  流動資産合計 26,541,200 17,955,986

 固定資産   

  有形固定資産   

   観測衛星（純額） 7,058,398 12,282,179

   建設仮勘定 13,305,994 16,699,288

   その他（純額） 805,579 826,040

   有形固定資産合計 21,169,973 29,807,508

  無形固定資産 748,527 1,189,228

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 702,621 663,593

   その他 211,321 384,703

   投資その他の資産合計 913,943 1,048,296

  固定資産合計 22,832,444 32,045,033

 資産合計 49,373,645 50,001,019
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※  2,790,000 ※  4,390,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※  1,283,500 ※  2,430,500

  未払法人税等 184,158 104,375

  契約負債 3,055 872

  その他 1,010,033 1,297,117

  流動負債合計 5,270,746 8,222,865

 固定負債   

  長期借入金 ※  5,309,500 ※  3,832,500

  固定負債合計 5,309,500 3,832,500

 負債合計 10,580,246 12,055,365

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 16,952,275 17,143,491

  資本剰余金 24,615,841 20,993,506

  利益剰余金 △3,953,435 △1,557,733

  自己株式 － △67

  株主資本合計 37,614,681 36,579,197

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △6,260 △10,100

  その他の包括利益累計額合計 △6,260 △10,100

 新株予約権 1,184,977 1,376,556

 純資産合計 38,793,398 37,945,653

負債純資産合計 49,373,645 50,001,019
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 1,327,484 1,691,084

売上原価 1,436,479 2,406,961

売上総損失（△） △108,995 △715,877

販売費及び一般管理費 ※  2,000,616 ※  2,634,883

営業損失（△） △2,109,611 △3,350,760

営業外収益   

 受取利息 4,835 19,179

 補助金収入 40,401 2,227,480

 その他 2,665 47,415

 営業外収益合計 47,902 2,294,075

営業外費用   

 支払利息 201,233 301,382

 支払手数料 204,491 4,237

 その他 23,624 10,023

 営業外費用合計 429,350 315,642

経常損失（△） △2,491,059 △1,372,327

特別利益   

 固定資産売却益 － 144

 契約損失引当金戻入益 16,076 －

 その他 0 0

 特別利益合計 16,076 145

特別損失   

 固定資産売却損 1,058 －

 固定資産除却損 4,601 1,543

 特別損失合計 5,659 1,543

税金等調整前中間純損失（△） △2,480,642 △1,373,725

法人税、住民税及び事業税 3,246 5,091

法人税等調整額 － 39,032

法人税等合計 3,246 44,123

中間純損失（△） △2,483,889 △1,417,849

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △2,483,889 △1,417,849
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純損失（△） △2,483,889 △1,417,849

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 195 △3,840

 その他の包括利益合計 195 △3,840

中間包括利益 △2,483,694 △1,421,689

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △2,483,694 △1,421,689
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純損失（△） △2,480,642 △1,373,725

 減価償却費 958,307 1,547,535

 株式報酬費用 368,631 391,101

 受取利息 △4,835 △19,179

 補助金収入 △40,401 △2,227,480

 支払利息 201,233 301,382

 支払手数料 204,491 4,237

 固定資産売却損益（△は益） 1,058 △144

 契約損失引当金戻入益 △16,076 －

 固定資産除却損 4,601 1,543

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 1,191,127 51,214

 棚卸資産の増減額（△は増加） 72,984 136,311

 その他 39,389 △35,136

 小計 499,870 △1,222,341

 利息の受取額 4,835 19,179

 利息の支払額 △193,316 △297,755

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,151 △6,802

 補助金の受取額 40,401 2,227,480

 保険金の受取額 － 34,097

 その他 2,665 1,804

 営業活動によるキャッシュ・フロー 353,305 755,663

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △4,085,987 △9,970,825

 無形固定資産の取得による支出 △309,930 △503,926

 固定資産の売却による収入 53 1,801

 敷金及び保証金の差入による支出 － △126,872

 敷金及び保証金の回収による収入 － 8,706

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,395,864 △10,591,116

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △650,000 1,600,000

 長期借入れによる収入 500,000 －

 長期借入金の返済による支出 △65,000 △330,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 13,044 242,586

 新株予約権の発行による収入 － 403

 株式の発行による収入 1,418,846 －

 株式の発行による支出 △6,551 △10,023

 自己株式の取得による支出 － △67

 借入手数料の支払額 △205,691 △4,237

 上場関連費用の支出 △69,308 －

 財務活動によるキャッシュ・フロー 935,340 1,498,663

現金及び現金同等物に係る換算差額 △959 4,344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,108,178 △8,332,444

現金及び現金同等物の期首残高 14,239,861 24,542,232

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  11,131,683 ※  16,209,788
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【注記事項】

(会計上の見積りの変更)

　(観測衛星の耐用年数の変更)

　当社グループが保有する観測衛星２機について、それぞれ以下の事由により耐用年数を短縮し、当中間連結会計

期間より将来にわたり変更しております。

（1）軌道高度の維持可能期間の見直しによるもの

　観測衛星１機について、太陽活動の状況を織り込んだ最新の軌道低下予測に基づき軌道高度の推移を再検討した

結果、運用に必要な軌道高度を維持できる期間が当初の見積りよりも短くなる見込みとなりました。

（2）発電性能の低下傾向によるもの

　上記とは別の観測衛星１機について、発電性能の低下傾向を再評価した結果、当初の見積りより速く低下してい

ることが確認されたため、運用に必要な電力を確保できる期間が当初の見積りよりも短くなる見込みとなりまし

た。

 
　これらの変更により、従来の耐用年数によった場合と比較して、当中間連結会計期間の売上総損失、営業損失、

経常損失及び税金等調整前中間純損失はそれぞれ477,465千円増加しております。

 

(中間連結貸借対照表関係)

※当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため複数の取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント並

びにタームローン契約を締結しております。なお、この契約に基づく借入未実行残高は以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

2,000,000 千円 370,000 千円

タームローンの総額 8,100,000 〃 8,100,000 〃

借入実行残高 2,790,000 〃 4,390,000 〃

差引額 7,310,000 千円 4,080,000 千円
 

 
※財務制限条項

前連結会計年度（2025年12月31日）

(１)当連結会計年度末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通り財務制

限条項が付されております。

2022年４月15日契約（当連結会計年度末残高1,105,000千円）

①各年度の決算期末日において、単年度の貸借対照表における純資産の部の金額を3,000,000千円未満としないこ

と。

②各四半期の末日における連結の試算表又は計算書類等において、現預金と直近で提出された将来予定収入リスト

に記載されている将来予定収入額の合計金額から有利子負債の合計金額を差し引いた値を、０円未満としないこ

と。

 
(２)当連結会計年度末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約には以下

の通り財務制限条項が付されております。

2023年７月20日契約（当連結会計年度末残高4,988,000千円）

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、１円以上に維持すること。

②各本四半期の末日における連結の試算表又は計算書類等において、現預金と直近で提出された将来予定収入リス

トに記載されている将来予定収入額の合計金額から有利子負債の合計金額を差し引いた値を、０円未満としないこ

と。

 
(３)当連結会計年度末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約には以下

の通り財務制限条項が付されております。

2025年２月20日契約（当連結会計年度末残高2,790,000千円）

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を1円以上に維持すること。
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②各四半期の末日を基準日とする連結の試算表または報告書等（四半期の場合は、四半期決算短信を含む）におい

て、現預金と将来予定収入額の合計から、有利子負債の合計を引いた値を0円未満としないこと。

 
 当中間連結会計期間（2026年６月30日）

(１)当中間連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通り財

務制限条項が付されております。

2022年４月15日契約（当中間連結会計期間末残高975,000千円）

①各年度の決算期末日において、単年度の貸借対照表における純資産の部の金額を3,000,000千円未満としないこ

と。

②各四半期の末日における連結の試算表又は計算書類等において、現預金と直近で提出された将来予定収入リスト

に記載されている将来予定収入額の合計金額から有利子負債の合計金額を差し引いた値を、０円未満としないこ

と。

 
(２) 当中間連結会計期間末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約には

以下の通り財務制限条項が付されております。

2023年７月20日契約（当中間連結会計期間末残高4,988,000千円）

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、１円以上に維持すること。

②各本四半期の末日における連結の試算表又は計算書類等において、現預金と直近で提出された将来予定収入リス

トに記載されている将来予定収入額の合計金額から有利子負債の合計金額を差し引いた値を、０円未満としないこ

と。

 
(３)当中間連結会計期間末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約には

以下の通り財務制限条項が付されております。

2025年2月20日契約（当中間連結会計期間末残高4,390,000千円）

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を１円以上に維持すること。

②各四半期の末日を基準日とする連結の試算表または報告書等（四半期の場合は、四半期決算短信を含む）におい

て、現預金と将来予定収入額の合計から、有利子負債の合計を引いた値を０円未満としないこと。

 
(中間連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

給料及び手当 431,018 千円 463,345 千円

研究開発費 596,073 〃 761,315 〃
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

現金及び預金 11,131,683 千円 16,209,788 千円

現金及び現金同等物 11,131,683 千円 16,209,788 千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自　2025年１月１日 至　2025年６月30日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年12月19日付で東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。この上場にあたり、2025年１月

17日を払込期日とする公募（オーバーアロットメント方式による募集）による新株式3,195,600株の発行により、資

本金及び資本剰余金がそれぞれ709,423千円増加しております。

　また、新株予約権の行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ6,527千円増加しております。

　この結果、当中間連結会計期間末において、資本金が8,395,602千円、資本剰余金が16,059,169千円となっており

ます。

 
当中間連結会計期間(自　2026年１月１日 至　2026年６月30日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2026年３月27日開催の第８回定時株主総会の決議により、2026年５月20日付で資本準備金を3,813,551千

円減少させ、同額をその他資本剰余金に振り替えております。また、同日付で、その他資本剰余金を3,813,551千円

減少させ、同額を繰越利益剰余金に振り替えることにより、欠損填補を行っております。

　さらに、新株予約権の行使により資本金及び資本準備金がそれぞれ191,216千円増加しております。

　この結果、当中間連結会計期間末において、資本金が17,143,491千円、資本剰余金が20,993,506千円、利益剰余

金が△1,557,733千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループは、衛星データ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、衛星データ事業のみを営む単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情

報は、以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

画像データ販売 531,568 1,288,221

ソリューション 402,143 311,957

その他 393,772 90,905

顧客との契約から生じる収益 1,327,484 1,691,084

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,327,484 1,691,084
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

１株当たり中間純損失（△） △22円38銭 △10円74銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純損失（△）(千円) △2,483,889 △1,417,849

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　中間純損失（△）(千円)

△2,483,889 △1,417,849

　普通株式の期中平均株式数(株) 111,002,142 131,982,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－ －

 

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失である

ため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

株式会社Synspective

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　倫哉  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　誠  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

Synspectiveの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年

６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社Synspective及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
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られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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